
図1 上り本線切換略図 

表 1 各現場切換内容比較表 
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１．はじめに 

新幹線新大阪駅は、開業以来、増加する輸送需要に対

応すべく、随時設備増強を実施してきた。現在は、輸送

の弾力性向上、災害時等への対応力強化、旅客サービス

の更なる向上を目的とし、従前の４面７線、引上線２線

を５面８線、引上線４線にする工事を平成１９年より実

施している。 

 本稿ではこの工事を実施する上で最大規模、かつ東海

道新幹線では初めてとなる本線の３箇所同時切換（以下

「上り本線切換」）を図1に示す箇所で実施したので、そ

の施工について報告する。 

 

 

 

 

 

 

２．上り本線切換工事の施工条件 

（1）施工環境 

 上り本線切換工事の施工現場は、高さ約１５ｍの高架

橋上であることから大型重機の使用は困難であり、人力

主体で線路切換を実施する計画とした。 

（2）施工規模 

 線路切換を実施する３箇所の切換内容を表 1 に示す。

３箇所の切換箇所において、軌道作業員約４５０名を投

入し、全て人力作業で約２ｍの軌きょう横移動を行い、

線路切換を実施する計画とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）作業時間 

東海道新幹線は、大都市間輸送を担う路線である。今

回、大規模かつ初めてとなる３箇所同時切換であるが、

東海道新幹線の担う役割の重要性に鑑み、精度高く確実

に切換を実施する必要がある。切換の実施においては、 

・新幹線営業列車の運休を伴わない 

・線路切換箇所及び新設線全線にマルチプルタイタンパ

ー（以下「ＭＴＴ」）による軌道整備、道床安定作業車

（以下「ＤＴＳ」）による加振作業を行うことで軌道状

態の安定を高める 

・線路切換終了後、営業列車走行に先立ち、新幹線電気

軌道総合試験車（以下「試験車」）により動的な線路状

態等を確認し、切換工事翌日の営業列車の運行に万全

を期す 

の３点を前提条件として、作業時間について検討した。 

３．上り本線切換工事の施工計画 

（1）作業時間短縮の検討 

前提条件をふまえ、回送列車のダイヤ変更及び新大阪

駅構内の留置番線変更のほか、新大阪駅構内に確認車が

入出線しないよう、京都駅～新大阪駅～新神戸駅間の確

認車運行パターンを変更し、新大阪駅構内は徒歩巡回に

よる確認を行うこととした。これらの結果、作業後の試

験車による確認作業の時間も考慮した上で、作業時間帯

を３００分確保した。 

作業時間の短縮についても検討を行い、事前に線路切

換区間におけるマクラギ両端のバラストを袋詰めにする

とともに、マクラギ間のバラストを中すかしすることで

バラスト撤去作業時間の短縮を図った。また、当夜必要

となるＭＴＴ・ＤＴＳの運行、留置位置等を事前に関係

各所と調整し、一部信号試験を軌道作業と並行して行う

ことを可能とした。更に、軌きょう横移動のリハ－サル

を模擬線にて実施し、横移動にかかる所要時間・人員等

を把握した。なお、リハーサル結果から締結装置を緊締

した状態で直線から曲線に軌きょうを横移動すると、マ 
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